
（様式１）

令和 月 日

国土交通大臣 斉藤 鉄夫 殿

ﾌﾘｶﾞﾅ

ﾌﾘｶﾞﾅ

ﾌﾘｶﾞﾅ

電話番号又はメールアドレス

■

□

ﾌﾘｶﾞﾅ

(注１) 代表提案者は、事業登録時に選択した者について、法人の場合は法人名と代表者名及び連絡先、
個人の場合は氏名及び連絡先を記載してください。

(注２) 事務代行者は、代表提案者になることはできません。

(注３) 事務代行者がいる場合は、法人名または氏名を記載してください。

申請日(記入日） ● 年 ● ●

令和５年度 (第２回) 既存建築物省エネ化推進事業提案申請書

以下の内容により、既存建築物省エネ化推進事業の提案を申請します。

応募番号 23 ● - ● ● ● ●
※事業登録時に発行される

応募番号を記入のこと

事業名 ○○○○省エネ改修工事

種別 非住宅 提案建物数 1 棟

バリアフリー改修工事 ■  実施する □ 実施しない

代表提案者
（注１）（注２）

法
人
の
場
合

法人名

○○○○カブシキガイシャ

○○○○株式会社

代表者名

部署名 役職名

○○○ ○○○

○○ ●●

○○ ●●

個
人
の
場
合

氏名

連絡先
○○○○－□□－△△△△

属性
（一つ選

択）

建築主

共同提案者

事務代行者
（注３）

法人名
または
氏名

■■ □□

■■ □□

様式1



（様式２－１）

※ 事務連絡先を２名記載してください。（必ず２名を記載してください。）

※ 連絡先欄には、確実に連絡が可能なメールアドレスを記載してください。

※ 事業登録時の確認画面（フェイスシート）をＡ４で出力して、本様式の後に添付してください。

ﾌﾘｶﾞﾅ

ﾌﾘｶﾞﾅ

電話番号

ﾌﾘｶﾞﾅ ○○○○カブシキガイシャ

ﾌﾘｶﾞﾅ

電話番号

事務連絡先

※ 1名は事業登録を行った事務連絡先で構いません。事務連絡先１で「事業登録と同じ」に
チェックを入れていただければ、本様式への記載は不要です。事務連絡先２のみ記載してく
ださい。

事務連絡先1

法人名

氏名

部署名 役職名

■ 事業登録に
記載した事
務連絡先と
同じ

連絡先

メールアドレス

事務連絡先2

法人名
○○○○株式会社

氏名

部署名

連絡先

○○○ ○○○

○○○○＠●●●●

○○○○－□□－△△△△

○○ ●●

役職名

○○ ●●

メールアドレス













（様式３－４）

※1 建物ごとに１枚の計算シートを作成してください。
※2 複数棟を提案する場合、全提案のうち何棟目の計算シートかを上記に明記してください。
※3 簡易計算にあたっては、次ページ別添資料の「記入上の留意点」をよく読んで、数値等を記入してください。

１．改修前のエネルギー消費量（建物全体） ※計測期間：

229,656 （kWh/年） 0.00976 （GJ/kWh） 2,241 ＧＪ／年
（ ） 0.045 （GJ/ｍ3） ＧＪ／年

1,025 （ kg ） 0.050 （GJ/kｇ） 51 ＧＪ／年
7,770 （   Ｌ   ） 0.041 （GJ/Ｌ） 319 ＧＪ／年

（ ） （ ） ＧＪ／年
（ ） （ ） ＧＪ／年

2,611 ＧＪ／年
※

注1）

２．改修工事内容別の省エネ効果

（１）躯体改修工事

※「項目別の改修割合」の欄は様式３－２の１．（２）③の値を記載してください。

見なし
省エネ率（％）

 （①）

項目別の
改修割合(％)

(②）

建物全体
省エネ率(％)

（①×②÷100）
（小数点第１位ま

で記載）*

□ 大規模 □ 開口部 3
□ 屋根・外壁 2
□ 日射遮蔽 1
□ その他

■ 中小規模 ■ 開口部 15 36.0 5.4
■ 屋根・外壁 12 31.7 3.8
□ 日射遮蔽 4
■ その他 24.8 0.1

注）表中の項目に該当しないものは、その他の欄を使用し、根拠を「様式３－５」に記載してください。 小計 [B] 9.3

*:小数点第２位以下を切り捨てて小数点第１位まで記載すること。

（２）設備改修工事

改修前
ｴﾈﾙｷﾞｰ

消費割合(％)
（①）

分類別
省エネ率(％)

(②）

設備別の
改修割合(％)

(③）

建物全体
省エネ率(％)
（①×②×
③÷10000）

（小数点第１位まで
記載）*

■ 30.0 35.2 100.0 7.2
□ 事務所 □

□
□ 学校 □

□
□ 物販店 □

■ 10.0 59.4 90.8 5.3
□ 飲食店 □

■ 36.0 2.2 100.0 0.7
□ 集会所 □

□
■ 病院 □

□
□ ホテル □ （ ）

□ （ ）
□ その他 □ （ ）

*:小数点第２位以下を切り捨てて小数点第１位まで記載すること。 小計 [C] 13.2

（３）建物全体の省エネ率合計 （％） （小数点第１位まで記載） [D]=小計[B]＋小計[C] 22.5

（４）建物全体の省エネ量の合計 （GJ） 改修前エネルギー消費量合計[Ａ]×省エネ率[D] 587.4

省エネ効果の計算シート ＜簡易計算用＞

建物名 ○●○● １棟目／計１棟

○○年○○月～○○年○○月

種類
年間使用量（単位）

(①）
一次エネルギー換算値

（②）
一次エネルギー消費量

（①×②）
電力

都市ガス
プロパンガス

重油

改修前エネルギー消費量 合計 [Ａ]
改修前の１年間について建物全体のエネルギー使用量（複数年間の平均値でも可）を記載してください。
一次エネルギー換算値は、「建築物エネルギー消費性能基準等に定める省令における算出方法等に係る事項（平成28年１月29日、国土交通省
告示第265号)」別表第1による上記の値としてください。同表に記載されていないものは、組成等の実況による数値を使用してください。

（□の部分は該当するものを■で選択してください）

建物規模
（いずれか一つ

を選択）

改修項目
（該当するものを選択）

断熱性能を強化（複層ガラス等）

（延床面積
 5000㎡以上）

断熱性能の強化
庇やルーバーの設置
内容：
断熱性能を強化（複層ガラス等）

（延床面積
 5000㎡未満）

断熱性能の強化
庇やルーバーの設置
内容：日射調整フィルム

※「改修前ｴﾈﾙｷﾞｰ消費割合」、「設備別の改修割合」の欄は様式３－２の２.（２）①、②の値を記載してください。
（□の部分は該当するものを■で選択してください）

建物用途
（主要な用途をい

ずれか一つ選
択）

改修項目
（該当するものを選択）

空調設備

熱源設備
搬送設備
二次側機器
自動制御

換気設備
換気設備
自動制御

照明設備
照明器具
自動制御

給湯設備
熱源設備
搬送設備
自動制御

昇降設備
昇降機
自動制御

その他
(太陽光発電を除

く)

様式3-4



別添資料

（記入上の留意点）

①

② 設備改修工事の改修前エネルギー消費割合は、該当欄に数値を記載し、根拠を「様式３－５」に記載してください。

（※実態の割合を推計することが困難な場合は、別表２から該当する建物用途の数値と見なすことも可）

③ 設備改修工事の分類別省エネ率は、該当欄に数値を記載し、根拠を「様式３－５」に記載してください。

④ 設備改修工事のうち、自動制御に関する省エネ率は、改修項目別に建物全体に対する割合を記載してください。

⑤

⑥

⑦

別表１ 建物用途区分

事務所、庁舎、図書館、博物館、郵便局など

小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、専修学校、各種学校など

百貨店、マーケットなど

飲食店、食堂、喫茶店など

公会堂、集会場、ボーリング場、体育館、劇場、映画館、展示施設など

病院、老人ホーム、身体障害者福祉ホームなど

ホテル、旅館など

上記用途区分以外

別表２ 建物用途別のエネルギー消費割合 [％]

事務所 学校 病院 ホテル

35 28 21 32

5 4 3 5

10 8 6 8

5 10 10 5

20 25 10 10

- - 36 27

- - 4 3

3 - 5 3

22 25 5 7

100 100 100 100

改修割合は、部位や設備ごとに、それぞれの建物全体に対する改修部分の割合（合計面積や合計容量に対する改修部分の割合
など）を記載してください。設備別の改修割合は、補助対象外設備も含めて全設備を分母として計算してください。
（※躯体改修の項目別の改修割合については別添資料１にその計算根拠を、設備改修の設備別の改修割合については「様式３－
５」にその計算根拠を記載してください）

建築物の全体の省エネ・省CO2に寄与する設備（太陽光発電を除く）に関しては、その他の欄に記入してください。
その効果については、建築物の一次エネルギー消費量の削減量を試算し、その数値を「建物全体省エネ率」に記載してください。

日射調整フィルムについては、その他の欄に記入してください。その効果については、建築物の空調用一次エネルギー消費量の削
減寄与率を試算し、その数値を「建物全体省エネ率」に記載してください。

見なし省エネ率の設定がないもので、詳細な省エネ計算の根拠を添付しない場合、当該工事による効果を「0.1％」と見なすことがで
きるものとします。その場合、「建物全体省エネ率」の欄に「０．１」と記載してください。

用途区分 施設の例示

4

事務所

学校

物販店

飲食店

集会所

病院

25

ホテル

その他

大分類 中分類 物販店・飲食店・集会所

空調設備

熱源設備 28

搬送設備

昇降設備 5

二次側設備 8

換気設備 10

照明設備

その他 10

合計 100

給湯設備
熱源設備 9

搬送設備 1

様式3-4







（様式４－１）

項目の計算式のうち、ａ～ｄ、ｄ'は様式４－２、①、③、④は様式４－３の数値を記載してください。

金額

(単位：千円）

（１）省エネ改修における
建設工事等  ｄ 34,175

（２）エネルギー使用量の
計測等  ③ 987

（３）省エネルギー性能の
表示  ④ 300

合計  ア＝ｄ＋③＋④ 35,462

工事費  イ＝ａ’＋ｃ 21,341

設備費  ウ＝ｂ 12,834

合計  エ＝ｄ’＝イ＋ウ 34,175

987

工事費  カ＝オ×①／③ 300

設備費  キ＝オ－カ 687

（３）省エネルギー性能の
表示

 ④ 300

３．補助額  ク＝（イ＋カ）×１／３ (切り捨て) 7,213

 ケ＝（ウ＋キ）×１／３ (切り捨て) 4,507

（２）省エネルギー性能の
表示に係る補助額

 コ＝④×１／３ 100

４．補助申請
額

 ク 7,213

 サ：ケ、または２５百万円のいずれか低
い額

4,507

省エネルギー性能の表示 コ 100

 シ＝ク＋サ＋コ 11,820

（２）標準単価方式による
補助金の額 ス

（３）附帯事務費  セ＝（シ又はス）×２．２％以内 (切り捨て) 260

（４）補助申請額 12,080

■他の補助金の有無

本事業以外に、国や地方公共団体の補助金を申請又は受領する予定がある場合、

下記に事業名と本事業との区分けを明記してください。

注１）消費税等は除いた額を記載してください。
注２）千円未満は、切り捨て処理としてください。
注３）1.事業費の合計「ア」、4.補助申請額の「(3)補助申請額」を「様式3-1」の該当欄に記載してください。

（１）省エネ改修における
建設工事等、エネルギー
使用量の計測等及び省エ
ネルギー性能の表示に係

る補助金の額

工事費

設備費

合計

様式４－４の①の金額を
記入

 ソ：「シ＋セ」あるいは「ス＋セ」、または５０百万円のいずれか
    低い額

（２）エネルギー使用量の
計測等

 オ：③が100万円を超える場合はｄ×10％と③のいずれか低い
額、③が100万円以下の場合は③

内訳

（１）省エネ改修における
建設工事等及びエネル
ギー使用量の計測等に係
る補助額

工事費

設備費

事業計画及び補助申請額

（バリアフリー改修工事無し）

区分 項目

１．事業費

２．補助対象
事業費 （１）省エネ改修における

建設工事等

様式4-1_バリアフリー工事無



r （様式４－１）

項目の計算式のうち、ａ～ｄ、ｄ'は様式４－２、①、③、④は様式４－３、９．は様式４－５の数値を記載してください。

金額

(単位：千円）
（１）省エネ改修における
建設工事等

 ｄ 34,175

（２）エネルギー使用量の
計測等

 ③ 987

（３）省エネルギー性能の
表示

 ④ 300

（４）バリアフリー改修工事  ９． 3,208

合計  ア＝ｄ＋③＋④＋９． 38,670

工事費  イ＝ａ’＋ｃ 21,341

設備費  ウ＝ｂ 12,834

小計  エ＝ｄ’＝イ＋ウ 34,175

987

工事費  カ＝オ×①／③ 300

設備費  キ＝オ－カ 687

（３）省エネルギー性能の
表示

 ク＝④ 300

（４）バリアフリー改修工事  ケ＝９． 3,208

３．補助額  コ＝（イ＋カ）×１／３ (切り捨て) 7,213

 サ＝（ウ＋キ）×１／３ (切り捨て) 4,507

 シ＝コ＋サ 11,720

 ス＝ク×１／３ (切り捨て) 100

（２）ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ改修工事に
係る補助額

 セ＝ケ×１／３ (切り捨て) 1,069

４．補助申請
額

 コ 7,213

 ソ： サ、または２５百万円のいずれか低い額 4,507

 ス 100

 タ＝（コ＋ソ＋ス）×２．２％以内 (切り捨て) 260

小計  チ＝コ＋ソ＋ス＋タ 12,080

（２）標準単価方式による
補助金の額

 ツ

 テ＝ツ×２．２％以内（切り捨て）

小計  ト＝ツ＋テ

 ナ＝セ 1,069

 ニ＝セ×２．２％以内 (切り捨て) 23

小計  ヌ＝ナ＋ニ 1,092

（４）補助申請額  ネ：チ、または５０百万円のいずれか低い額 12,080

 ノ：ト、または５０百万円のいずれか低い額

 ハ：ヌ、または２５百万円のいずれか低い額。
ただし、「ネ」の金額以下であること

1,092

 ヒ＝（ネ又はノ）＋ハ 13,172

■他の補助金の有無

本事業以外に、国や地方公共団体の補助金を申請又は受領する予定がある場合、下記に事業名と本事業との区分けを明記してください。

注１）消費税等は除いた額を記載してください。

注２）千円未満は、切り捨て処理としてください。

注３）1.事業費の合計「ア」、4.補助申請額の「(3)補助申請額」を「様式3-1」の該当欄に記載してください。

バリアフリー改修工事

合計

附帯事務費

（３）バリアフリー改修工事
に係る補助金の額

工事費

附帯事務費

建設工事等、ｴﾈﾙｷﾞｰ計測等
及び省ｴﾈﾙｷﾞｰ性能の表示

標準単価方式

（１）省エネ改修における
建設工事等、エネルギー
使用量の計測等及び省エ
ネルギー性能の表示に係
る補助金の額

工事費

設備費

省エネルギー性能の表
示

附帯事務費

様式４－４の①の金額を
記入

（２）エネルギー使用量の
計測等

 オ：③が100万円を超える場合はｄ×10％と③のいずれか低い額、③が
100万円以下の場合は③

内訳

（１）省エネ改修における
建設工事等、エネルギー
使用量の計測等及び省エ
ネルギー性能の表示に係
る補助金額

工事費

設備費

小計

省エネルギー性能の表
示

事業計画及び補助申請額

（バリアフリー改修工事を実施する場合）

区分 項目

１．事業費

２．補助対象
事業費 （１）省エネ改修における

建設工事等

様式4-1_バリアフリー工事有









r （様式４－５）

※１ 様式１の提案申請書でバリアフリー改修工事を「実施する」にチェックされた場合は、本様式に沿って施工部位の「工事有」に

チェックをして、工事箇所数を記入してください。また、別表４に示した仕様を満足することを確認してチェックをして、工事費を

記入してください。様式１で「実施しない」にチェックされた場合は、本様式の提出は必要ありません。

※２ バリアフリー改修工事を実施する工事場所が分かる図面を別添資料１として提出してください。

金額
(単位：千円）

■ 幅が80cm以上であること

■
戸を設ける場合は、自動的に開閉する構造その他の車いす使
用者が容易に開閉して通過できる構造で、かつ、前後に高低差
がない（水平部分を設けている）こと

□ 表面が滑りにくい仕上げであること

□
階段または傾斜路の上端に近接する部分において、点状ブロッ
ク等が敷設されていること

□ 幅が120cm以上であること

□
戸を設ける場合は、自動的に開閉する構造その他の車いす使
用者が容易に開閉して通過できる構造で、かつ、前後に高低差
がない（水平部分を設けている）こと

□ 手すりを設けていること(踊場を除く)

□ 表面が滑りにくい仕上げであること

□ 段が識別しやすいものであること

□ 段がつまずきにくいものであること

□
段がある部分の上端に近接する踊場の部分において、点状ブ
ロック等が敷設されていること

■
手すりを設けていること（勾配1/12以下で高さ16cm以下の傾斜
部分を除く）

■ 表面が滑りにくい仕上げであること

■ 前後の廊下等と識別しやすいものであること

■
傾斜部分の上端に近接する踊場の部分において、点状ブロック
等が敷設されていること

■ 幅が120cm以上(階段に併設する場合は90cm以上)であること

■ 勾配が1/12以下(高さ16cm以下の場合は1/8以下)であること

■
高さが75cmを超える場合は、高さ75cm以内ごとに踏幅150cm
以上の踊場を設けていること

□ かご及び昇降路の出入口の幅が80cm以上であること

□ かごの奥行きが135cm以上であること

□
乗降ロビーは高低差が無く、その幅及び奥行きは150cm以上で
あること

□
かご内及び乗降ロビーに車いす使用者が利用しやすい制御装
置が設けられていること

□
かご内に停止予定階・現在位置を表示する装置が設けられてい
ること

□
乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を表示する装置が設け
られていること

□
段差解消機(平成12年建設省告示第1413号第1第九号のもの)
であること

□ かごの幅が70cm以上であること

□ かごの奥行きが120cm以上であること

□
車いす使用者がかご内で方向を変更する必要がある場合にお
いて、かごの幅及び奥行きが十分確保されたものであること

□ ヵ所 □
車いす使用者用エスカレーター(平成12年建設省告示第1417号
第1ただし書のもの)であること

■ 腰掛便座、手すり等が適切に設置されていること

■ 車いすで利用しやすいよう十分な空間が確保されていること

□ ヵ所 □ 水洗器具(オストメイト対応)を設けた便房であること

□ ヵ所 □
床置式の小便器、壁掛式小便器(受け口の高さが35cm以下の
ものに限る) その他これらに類する小便器が設けられているこ
と

 ９．バリアフリー改修工事に係る事業費 合計 3,208

注１）消費税等は除いた額を記載してください。
注２）特記すべき事項がある場合は、備考欄に記載してください。

1,234 ○○○

Ⅶ）特殊な構造又は使用形
態のエスカレーター

Ⅷ）便
所

車いす使用者用便
房

■ 1 ヵ所

水洗器具を設けた便
房

男子用小便器

Ⅵ）特殊な構造又は使用形
態のエレベーター

□ ヵ所

Ⅴ）エレベーター（Ⅵ)に規定
するものを除く。）及びその
乗降ロビー

□ ヵ所

Ⅳ）傾斜路（スロープ） ■ 1 ヵ所 1,098 ○○○

Ⅲ）階段 □ ヵ所

Ⅱ）廊下等 □ ヵ所

Ⅰ）出入口 ■ 1 ヵ所 876

バリアフリー改修工事の概要及び事業費の内訳

施工部位
工事
有

工事
箇所数

別表4に示した仕様を満足することの確認
（満足することを確認したらチェックする）

備考

様式4-5



r （様式４－１(集計表)）

項目の計算式のうち、ｂ～ｄ、ｄ'、③、④、オ、カ、キ、ク、ケ、ソは様式４－１（建物毎）の数値を記載してください

金額
(単位：千円）

１．事業費  建物１： ○●○●  ｄ 34,175

※建物ごとに  建物２： □■□■  ｄ 43,210

記載  建物３：  ｄ

 全体  Σｄ 77,385

(必要に応じて  建物１： ○●○●  ③ 987

欄を増やして  建物２： □■□■  ③ 865

ください）  建物３：  ③

 全体  Σ③ 1,852

 建物１： ○●○●  ④ 300

 建物２： □■□■  ④ 300

 建物３：  ④

 全体  Σ④ 600

合計  ア＝Σｄ＋Σ③＋Σ④ 79,837

 建物１： ○●○●  イ＝ａ’＋ｃ 21,341

工事費  建物２： □■□■  イ＝ａ’＋ｃ 26,789

 建物３：  イ＝ａ’＋ｃ

※建物ごとに 全体  Σイ 48,130

 記載  建物１： ○●○●  ウ＝ｂ 12,834

設備費  建物２： □■□■  ウ＝ｂ 16,421

 建物３：  ウ＝ｂ

(必要に応じて 全体  Σウ 29,255

欄を増やして 全体  エ＝ｄ’＝Σイ＋Σウ 77,385

ください）  建物１： ○●○●  オ 987

 建物２： □■□■  オ 865

 建物３：  オ

全体  Σオ 1,852

工事費  建物１： ○●○●  カ 300

 建物２： □■□■  カ 456

 建物３：  カ

全体  Σカ 756

内訳 設備費  建物１： ○●○●  キ 687

 建物２： □■□■  キ 409

 建物３：  キ

全体  Σキ 1,096

 建物１： ○●○●  ④ 300

 建物２： □■□■  ④ 300

 建物３：  ④

全体  Σ④ 600

２．補助対象事
業費 （１）省エネ改修に

おける建設工事等

（２）エネルギー使
用量の計測等

（３）省エネルギー
性能の表示

事業計画及び補助申請額（１）

（バリアフリー改修工事無し）

区分 項目

（１）省エネ改修に
おける建設工事等

（２）エネルギー使
用量の計測等

（３）省エネルギー
性能の表示

様式4-1（集計）・複数棟＿バリフリ無



複数棟用 （様式４－１(集計表)）

３．補助額 建物１： ○●○● 工事費  ク 7,213

設備費  ケ 4,507

建物２： □■□■ 工事費  ク 9,081

設備費  ケ 5,610

建物３： 工事費  ク

設備費  ケ

工事費  ∑ク 16,294

設備費  ∑ケ 10,117

 建物１： ○●○● 100

 建物２： □■□■  コ 100

 建物３：  コ

 Σコ 200

 建物１：

 建物２：  ス

 建物３：  ス

 Σス

４．補助申請額  建物１： ○●○● 11,820

 建物２： □■□■ 15,116

 建物３：

26,936

■他の補助金の有無
本事業以外に、国や地方公共団体の補助金を申請又は受領する予定がある場合、

下記に事業名と本事業との区分けを明記してください。

注１）消費税等は除いた額を記載してください。
注２）千円未満は、切り捨て処理としてください。
注３）1.事業費の合計「ア」、4.補助申請額の「(3)補助申請額」を「様式3-1」の該当欄に記載してください。

 ソ

 ソ

 ソ

合計  ∑ソ、または５０百万円のいずれか低い額

（２）省エネルギー
性能の表示に係る
補助額

 コ

全体

（３）標準単価方式
による補助金の額

 ス

全体

事業計画及び補助申請額（２）

（バリアフリー改修工事無し）

（１）省エネ改修に
おける建設工事等
及びエネルギー使
用量の計測等に係
る補助額

全体

様式4-1（集計）・複数棟＿バリフリ無



r （様式４－１(建物毎)）

建物名

項目の計算式のうち、ａ～ｄ、ａ’、ｄ'は様式４－２、①、③、④は様式４－３の数値を記載してください。

金額

(単位：千円）

（１）省エネ改修にお
ける建設工事等

43,210

（２）エネルギー使用
量の計測等

865

（３）省エネルギー性能
の表示  ④ 300

合計 44,375

工事費 26,789

設備費 16,421

合計 43,210

865

工事費 456

設備費 409

（３）省エネルギー性能
の表示

 ④ 300

３．補助額 工事費  ク＝（イ＋カ）×１／３ (切り捨て) 9,081

設備費  ケ＝（ウ＋キ）×１／３ (切り捨て) 5,610

（２）省エネルギー性能
の表示に係る補助額

 コ＝④×１／３ 100

４．補助申請額 工事費  ク 9,081

設備費  サ： ケ、または２５百万円のいずれか低い額 5,610

省エネルギー性能の表  コ 100

 シ＝ク＋サ＋コ 14,791

（２）標準単価方式によ
る補助金の額 ス

（３）附帯事務費 325

（４）補助申請額 15,116

■他の補助金の有無

本事業以外に、国や地方公共団体の補助金を申請又は受領する予定がある場合、

下記に事業名と本事業との区分けを明記してください。

注１）消費税等は除いた額を記載してください。
注２）千円未満は、切り捨て処理としてください。
注３）1.事業費の合計「ア」、4.補助申請額の「(3)補助申請額」を「様式3-1」の該当欄に記載してください。

（１）省エネ改修にお
ける建設工事等及び
エネルギー使用量の
計測等に係る補助金
の額

合計

様式４－４の①の金額
を記入

 セ＝（シ又はス）×２．２％以内 (切り捨て)

 ソ：「シ＋セ」あるいは「ス＋セ」、または５０百万円のいずれか
    低い額

（２）エネルギー使用
量の計測等

 オ：③が100万円を超える場合はｄ×10％と③のいずれか低い額、
③が100万円以下の場合は③

内訳

 カ＝オ×①／③

 キ＝オ－カ

（１）省エネ改修にお
ける建設工事等及び
エネルギー使用量の
計測等に係る補助額

 ア＝ｄ＋③＋④

２．補助対象
事業費 （１）省エネ改修にお

ける建設工事等

 イ＝ａ’＋ｃ

 ウ＝ｂ

 エ＝ｄ’＝イ＋ウ

事業計画及び補助申請額

（バリアフリー改修工事無し）

□■□■ 2棟目／計2棟

区分 項目

１．事業費

 ｄ

 ③

様式4-1（建物毎）・複数棟＿バリフリ無



r （様式４－１(集計表)）

項目の計算式のうち、ｂ～ｄ、ａ'、③、④、オ、カ、キ、ケ、コ、サ、シ、ナ、ニは様式４－１（建物毎）より、９．は

様式４－４の数値を記載してください。

金額
(単位：千円）

１．事業費  建物１： ○●○●  ｄ 34,175

※建物ごとに  建物２： □■□■  ｄ 43,210

記載  建物３：  ｄ

 全体  Σｄ 77,385

(必要に応じて  建物１： ○●○●  ③ 987

欄を増やして  建物２： □■□■  ③ 865

ください）  建物３：  ③

 全体  Σ③ 1,852

 建物１： ○●○●  ④ 300

 建物２： □■□■  ④ 300

 建物３：  ④

 全体  Σ④ 600

 建物１： ○●○●  ９． 3,208

 建物２： □■□■  ９． 2,505

 建物３：  ９．

 全体  Σ９． 5,713

合計  ア＝Σｄ＋Σ③＋Σ④＋Σ９． 85,550

 建物１： ○●○●  イ＝ａ’＋ｃ 21,341

工事費  建物２： □■□■  イ＝ａ’＋ｃ 26,789

 建物３：  イ＝ａ’＋ｃ

※建物ごとに 小計  Σイ 48,130

記載  建物１： ○●○●  ウ＝ｂ 12,834

設備費  建物２： □■□■  ウ＝ｂ 16,421

(必要に応じて  建物３：  ウ＝ｂ

欄を増やして 小計  Σウ 29,255

ください） 全体  エ＝ｄ’＝Σイ＋Σウ

 建物１： ○●○●  オ 987

 建物２： □■□■  オ 865

 建物３：  オ

全体  Σオ 1,852

工事費  建物１： ○●○●  カ 300

 建物２： □■□■  カ 456

 建物３：  カ

小計  Σカ 756

内訳 設備費  建物１： ○●○●  キ 687

 建物２： □■□■  キ 409

 建物３：  キ

小計  Σキ 1,096

 建物１：  ④ 300

 建物２：  ④ 300

 建物３：  ④

 全体  Σ④ 600

 建物１： ○●○●  ク＝ ９． 3,208

 建物２： □■□■  ク＝ ９． 2,505

 建物３：  ク＝ ９．

 全体  Σク 5,713

（４）バリアフリー改
修工事

２．補助対象事
業費

（１）省エネ改修に
おける建設工事等

（２）エネルギー使
用量の計測等

（３）省エネルギー
性能の表示

（４）バリアフリー改
修工事

事業計画及び補助申請額（１）

（バリアフリー改修工事を実施する場合）

区分 項目

（１）省エネ改修に
おける建設工事等

（２）エネルギー使
用量の計測等

（３）省エネルギー
性能の表示

様式4-1（集計）・複数棟＿バリフリ有



複数棟用 （様式４－１(集計表)）

３．補助額 建物１： ○●○● 工事費  ケ 7,213

設備費  コ 4,507

建物２： □■□■ 工事費  ケ 9,081

設備費  コ 5,610

建物３： 工事費  ケ

設備費  コ

工事費  ∑ケ 16,294

設備費  ∑コ 10,117

 建物１： ○●○●  サ 100

 建物２： □■□■  サ 100

 建物３：  サ

全体  ∑サ 200

 建物１：  ツ

 建物２：  ツ

 建物３：  ツ

全体  ∑ツ

 建物１： ○●○●  シ 1,069

 建物２： □■□■  シ 835

 建物３：  シ

全体  ∑シ 1,904

４．補助申請額 （３）補助申請額 27,161

1,945

29,106

■他の補助金の有無
本事業以外に、国や地方公共団体の補助金を申請又は受領する予定がある場合、

下記に事業名と本事業との区分けを明記してください。

注１）消費税等は除いた額を記載してください。
注２）千円未満は、切り捨て処理としてください。
注３）1.事業費の合計「ア」、4.補助申請額の「(3)補助申請額」を「様式3-1」の該当欄に記載してください。

合計  テ＝（ソ又はタ）＋チ

建設工事等、ｴﾈﾙｷﾞｰ計測等
及び省ｴﾈﾙｷﾞｰ性能の表示

 ソ：「∑ネ」、または５０百万円のいずれか低い
額

標準単価方式
 タ：「∑ノ」、または５０百万円のいずれか低い
額

バリアフリー改修工事
 チ：「∑ハ」、または２５百万円のいずれか低い
額。ただし、「ソ」の金額以下であること

事業計画及び補助申請額（２）

（バリアフリー改修工事を実施する場合）

（１）省エネ改修に
おける建設工事等
及びエネルギー使
用量の計測等に係
る補助額

全体

（２）省エネルギー
性能の表示に係る
補助額

（３）標準単価方式
による補助額

（４）バリアフリー改
修工事

様式4-1（集計）・複数棟＿バリフリ有



複数棟用 （様式４－１(建物毎)）

建物名

項目の計算式のうち、ａ～ｄ、ｄ'は様式４－２、①、③、④は様式４－３、９．は様式４－４の数値を記載してください

金額

(単位：千円）
（１）省エネ改修におけ
る建設工事等

 ｄ 43,210

（２）エネルギー使用量
の計測等

 ③ 865

（３）省エネルギー性能
の表示

 ④ 300

（３）バリアフリー改修工
事

 ９． 2,505

合計  ア＝ｄ＋③＋④＋９． 46,880

工事費 26,789

設備費 16,421

小計 43,210

865

工事費 456

設備費 409

（３）省エネルギー性能
の表示

 ク＝④ 300

（３）バリアフリー改修工
事

 ケ＝９． 2,505

３．補助額 9,081

5,610

14,691

100

（２）ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ改修工事
に係る補助額

 セ＝ケ×１／３ 835

４．補助申請額 9,081

5,610

省エネルギー性能の表示 100

325

小計 15,116

小計

835

18

小計 853

（３）補助申請額 15,116

853

 ヒ＝（ネ又はノ）＋ハ 15,969

■他の補助金の有無

本事業以外に、国や地方公共団体の補助金を申請又は受領する予定がある場合、下記に事業名と本事業との区分けを明記
してください。

注１）消費税等は除いた額を記載してください。

注２）千円未満は、切り捨て処理としてください。

注３）1.事業費の合計「ア」、4.補助申請額の「(3)補助申請額」を「様式3-1」の該当欄に記載してください。

合計

建設工事等、ｴﾈﾙｷﾞｰ計測等
及び省ｴﾈﾙｷﾞｰ性能の表示

 ネ：チ、または５０百万円のいずれか低い額

標準単価方式  ノ：ト、または５０百万円のいずれか低い額

バリアフリー改修工事
 ハ：ヌ、または２５百万円のいずれか低い額。ただし、
「ネ」の金額以下であること

（３）バリアフリー改修工
事に係る補助金の額

工事費  ナ＝セ

附帯事務費  ニ＝セ×２．２％以内 (切り捨て)

 ヌ＝ナ＋ニ

（２）標準単価方式によ
る補助金の額

様式４－４の①の金額を記入 ツ＝セ

附帯事務費  テ＝セ×２．２％以内 (切り捨て)

 ト＝ツ＋テ

（１）省エネ改修におけ
る建設工事等、エネル
ギー使用量の計測等
及び省エネルギー性能
の表示に係る補助金の
額

工事費  コ

設備費  ソ： サ、または２５百万円のいずれか低い額

 ス

附帯事務費  タ＝（コ＋ソ＋ス）×２．２％以内 (切り捨て)

 チ＝コ＋ソ＋ス＋タ

（１）省エネ改修におけ
る建設工事等、エネル
ギー使用量の計測等
及び省エネルギー性能
の表示に係る補助額

工事費  コ＝（イ＋カ）×１／３ (切り捨て)

設備費  サ＝（ウ＋キ）×１／３ (切り捨て)

小計  シ＝コ＋サ

省エネルギー性能の表示  ス＝ク×１／３ (切り捨て)

２．補助対象事
業費 （１）省エネ改修におけ

る建設工事等

 イ＝ａ’＋ｃ

 ウ＝ｂ

 エ＝ｄ’＝イ＋ウ

（２）エネルギー使用量
の計測等

 オ：③が100万円を超える場合はｄ×10％と③のいずれか低い額、③が100
万円以下の場合は③

内訳
 カ＝オ×①／③

 キ＝オ－カ

事業計画及び補助申請額
（バリアフリー改修工事を実施する場合）

○棟目／計○棟

区分 項目

１．事業費

様式4-1（建物毎）・複数棟＿バリフリ有







（様式４－５）

※建物ごとに作成してください。 □■□■

※１ 様式１の提案申請書でバリアフリー改修工事を「実施する」にチェックされた場合は、本様式に沿って施工部位の「工事有」に

チェックをして、工事箇所数を記入してください。また、別表４に示した仕様を満足することを確認してチェックをして、工事費を

記入してください。様式１で「実施しない」にチェックされた場合は、本様式の提出は必要ありません。

※２ バリアフリー改修工事を実施する工事場所が分かる図面を別添資料１として提出してください。

金額
(単位：千円）

■ 幅が80cm以上であること

■
戸を設ける場合は、自動的に開閉する構造その他の車いす使
用者が容易に開閉して通過できる構造で、かつ、前後に高低差
がない（水平部分を設けている）こと

□ 表面が滑りにくい仕上げであること

□
階段または傾斜路の上端に近接する部分において、点状ブロッ
ク等が敷設されていること

□ 幅が120cm以上であること

□
戸を設ける場合は、自動的に開閉する構造その他の車いす使
用者が容易に開閉して通過できる構造で、かつ、前後に高低差
がない（水平部分を設けている）こと

□ 手すりを設けていること(踊場を除く)

□ 表面が滑りにくい仕上げであること

□ 段が識別しやすいものであること

□ 段がつまずきにくいものであること

□
段がある部分の上端に近接する踊場の部分において、点状ブ
ロック等が敷設されていること

■
手すりを設けていること（勾配1/12以下で高さ16cm以下の傾斜
部分を除く）

■ 表面が滑りにくい仕上げであること

■ 前後の廊下等と識別しやすいものであること

■
傾斜部分の上端に近接する踊場の部分において、点状ブロック
等が敷設されていること

■ 幅が120cm以上(階段に併設する場合は90cm以上)であること

■ 勾配が1/12以下(高さ16cm以下の場合は1/8以下)であること

■
高さが75cmを超える場合は、高さ75cm以内ごとに踏幅150cm
以上の踊場を設けていること

□ かご及び昇降路の出入口の幅が80cm以上であること

□ かごの奥行きが135cm以上であること

□
乗降ロビーは高低差が無く、その幅及び奥行きは150cm以上で
あること

□
かご内及び乗降ロビーに車いす使用者が利用しやすい制御装
置が設けられていること

□
かご内に停止予定階・現在位置を表示する装置が設けられてい
ること

□
乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を表示する装置が設け
られていること

□
段差解消機(平成12年建設省告示第1413号第1第九号のもの)
であること

□ かごの幅が70cm以上であること

□ かごの奥行きが120cm以上であること

□
車いす使用者がかご内で方向を変更する必要がある場合にお
いて、かごの幅及び奥行きが十分確保されたものであること

□ ヵ所 □
車いす使用者用エスカレーター(平成12年建設省告示第1417号
第1ただし書のもの)であること

■ 腰掛便座、手すり等が適切に設置されていること

■ 車いすで利用しやすいよう十分な空間が確保されていること

□ ヵ所 □ 水洗器具(オストメイト対応)を設けた便房であること

□ ヵ所 □
床置式の小便器、壁掛式小便器(受け口の高さが35cm以下の
ものに限る) その他これらに類する小便器が設けられているこ
と

 ９．バリアフリー改修工事に係る事業費 合計 3,208

注１）消費税等は除いた額を記載してください。
注２）特記すべき事項がある場合は、備考欄に記載してください。

○○○

水洗器具を設けた便
房

男子用小便器

1,234

Ⅶ）特殊な構造又は使用形
態のエスカレーター

Ⅷ）便
所

車いす使用者用便
房

■ 1 ヵ所

Ⅵ）特殊な構造又は使用形
態のエレベーター

□ ヵ所

Ⅴ）エレベーター（Ⅵ)に規定
するものを除く。）及びその
乗降ロビー

□ ヵ所

Ⅳ）傾斜路（スロープ） ■ 1 ヵ所 1,098 ○○○

Ⅲ）階段 □ ヵ所

Ⅱ）廊下等 □ ヵ所

Ⅰ）出入口 ■ 1 ヵ所 876

r

バリアフリー改修工事の概要及び事業費の内訳

建物名 2棟目／計2棟

施工部位
工事
有

工事
箇所数

別表4に示した仕様を満足することの確認
（満足することを確認したらチェックする）

備考

様式4-5・複数棟用



r （別添様式１）

１．採用予定の製品名（メーカー名及び製品名・型番は必ず記載して下さい）

２．フィルム性能

注1）遮蔽係数、熱貫流率、可視光線透過率及び耐候性の計測･試験方法は、JIS A5759：2016によること

３．提案建物における年間冷暖房負荷の増減量

注１）

４．建築主等におけるフィルム施工に係る留意点の確認状況

※ 建築主等が説明を受け、内容を了解している項目について□を■としてチェックを入れ、建物及びフィルム工事

を行う建築主等の名称を記載してください。

ＪＩＳ A5759：2016(建築窓ガラス用フィルム）に規定する性能を満足することを示す第三者による
評価結果を確認している。

熱割れ計算等によって、工事箇所の熱割れの可能性が低いことを確認している。

将来、フィルムを貼り替える必要が生じる可能性があることを承知している。

専門の技能を有する者（建築フィルム1･2級技能士等）の施工が必要であることを承知している。

電波障害が生じる可能性がある製品があるなど、フィルムの特性を承知している。

注１）

注２）

注３）

なお、これに反する場合は採択の取り消しとなることがありますので、ご留意ください。

＊

＊： 法人の場合には、法人名、代表者名（役職名、氏名）、個人の場合には氏名を
記載してください。

建物名 □■□■ 2棟目／計2棟

日射調整フィルムに関する添付資料

メーカー ○○○○
製品名・

型番
●○●

国内実績 （過去３年間の平均の施工建物件数） ●● 件／年

耐候性試験前 耐候性試験後

遮蔽係数 □□ ■■

熱貫流率 □□ W/㎡・Ｋ

可視光線
透過率

□□ ％

冷房負荷 暖房負荷

改修前（a） △△ MJ/年 ▼▼ MJ/年

改修後（b) △△ MJ/年 ▼▼ MJ/年

増減量
（a－b)

△△ MJ/年 ▼▼ MJ/年

フィルムを貼付することにより改修前に比べて冷房負荷および暖房負荷が増減する場合は、必ず計算結果を記入して
ください。なお、フィルムを貼付することにより改修後の熱負荷が低減されていることを確認ください。また、審査に当た
り、必要に応じて算出根拠の提出を求めることがあります。

建築フィルム１・２級技能士とは、ガラス用フィルム施工に関する技能検定（指定試験機関 日本ウインドウ・フィルム
工業会）の合格者を指します。
応募時点で施工者は未定であっても提案は可能ですが、採択後の交付申請時に技能者による施工であることを示す
書類を提出していただきます。

○○○○株式会社
○○○ ○○ ●●

■

■

■

■

■

審査に当たり、必要に応じて日射調整フィルムがJISで規定する性能を満足することを示す第三者による評価結果、施
工者がフィルム技能士であることを示す書類を提出いただくことがあります。

建築主等

別添様式1



（別添様式２）

事業完了後に、所定の省エネルギー性能に関する基準を満たすこと及びその表示を行うことを確約

する念書です。各項目を確認して、□を■としてチェックしてください。

■ 所定の省エネルギー性能に関する基準を満たすこと

本事業が採択された場合は、上記建物が改修後に所定の省エネルギー性能であることの第三者評価

を受け、その評価結果を補助事業完了実績報告書と併せて提出します。

所定の省エネルギー性能を満足していない場合は、補助金の交付が受けられないことを確認します。

■ 省エネルギー性能の表示を行うこと

事業完了後に、第三者評価を受けた評価結果を当該建物にプレート等を設置、表示します。

本補助事業の対象建物の建築主である
(代表者名等)*

は、

上記２項目について内容を確認し実施することを確約いたします。

ﾌﾘｶﾞﾅ

ﾌﾘｶﾞﾅ

ﾌﾘｶﾞﾅ

所定の省エネルギー性能に関する基準を満たすこと及びその表示を確約する念書

事業名 ○○○○省エネ改修工事

建物名 ○●○● ○棟目／計○棟

*：法人の場合には、法人名、代表者名（役職名、氏名）、個人の場合には氏名を記載してください。

部署名 役職名

○○○ ○○

○○ ●●

○○ ●●

個
人
の
場
合

氏名

○○○○株式会社
○○○ ○○ ●●

法
人
の
場
合

法人名

○○○○カブシキガイシャ

○○○○株式会社

代表者名

別添様式2






